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（被告準備書面（９）「第４」に対する反論） 

第１ 原告適格について 

 １ 原告主張の要旨 

  原告らに本件訴訟の原告適格が認められることについては、すでに原告準備書

面２の「第２」及び同５の「第２」において詳細に述べたが、以下に整理・要約

する。 

  ① 生命身体財産が根拠法令及び関連法令の保護範囲に含まれること 

  本件確定通知（処分）は、電気事業法４６条の１７第２項に基づくものであ

る。この通知が前提とする環境影響評価法及び電気事業法が定める環境影響評

価制度は、以下のとおり、生命身体財産の保護をも目的とするものである。 

  すなわち、環境影響評価法は、「その事業に係る環境の保全について適正な

配慮がなされることを確保し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生

活の確保に資する」（１条）ことを目的としている。その中核は、国民の生命

身体健康、生活の基盤となる重要な財産、重要な生業手段を確保することにあ

る。 

  また、電気事業法も、「公共の安全を確保し、及び環境の保全を図ること」

を目的としている（１条）。同法は、電気工作物が法（主務省令）の定める技

術基準に適合するよう維持することを義務付けている（３９条１項）が、かか

る主務省令における定めは「人体に危害を及ぼし、又物件に損傷を与えないよ

うにすること」（同条２項１号）が要求されている。この規定にも、電気工作

物によって「人体に危害を及ぼし、又物件に損傷を与えない」ことを確保す

る、という法意を明確に読み取れる。 

  さらに、温室効果ガスに関しては、発電所アセス省令がこれを環境影響評価

の項目の一つとして掲げている。つまり、同省令においては、温室効果ガスは

「（一般的な事業の内容に照らす限り）影響を受けるおそれがあるとされる環

境要素に係る項目」に該当する、とされている。 

  同省令の別表２は、温室効果ガスを「環境への負荷の量の程度により予測及
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び評価されるべき環境要素」として掲げているが、ここでも温室効果ガスが

「環境への負荷」を及ぼすことが前提とされている（この規定の趣旨について

は後述する）。 

  ここでいう「環境への負荷」は、環境基本法２条が定義する「環境への負

荷」、すなわち、「人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保

全上の支障の原因となるおそれのあるもの」と同義である。 

   そうであれば、同法１４条１号によって、電気事業法及び環境影響評価法に

基づく環境影響評価においても、「人の健康が保護され、及び生活環境が保全

され、並びに自然環境が適正に保全されるよう、大気、水、土壌その他の環境

の自然的構成要素が良好な状態に保持されること」を確保することを旨として

おこなわなければならないことになる。 

  以上のとおり、温室効果ガスの排出によって脅かされる可能性のある生命身

体財産という利益が、本件確定通知の根拠法令である環境影響評価法及び電気

事業法により保護される利益の範囲に含まれることは明確である。 

  ② 生命身体財産が個々人の個別的利益としても保護されていること 

  生命身体財産の保護は、一般的公益にとどまらず個別的利益としても保護さ

れている。すなわち、発電所から排出される排煙及び温排水は、住民の生命身

体財産、重要な生業手段という重大な利益を不可逆的かつ深刻に侵害するもの

であり、これを一般的公益の中に吸収させることは明らかに困難である。 

  ③ 個別的利益が認められる者の範囲について 

  個別的利益が認められる者の範囲については、環境影響評価法及び神奈川県

環境影響評価条例に基づき特定される「関係地域」が重要な手掛かりとなる。

これらは、発電所周辺の一定範囲内に居住又は勤務する者について、高い手続

的保障を与えており、少なくとも関係地域内にある居住又は勤務する者（Ａ–

１）については個別的利益、すなわち原告適格が認められる。また、発電所ア

セス省令において大気汚染による影響範囲として想定されている２０キロ以内

に居住する者（Ｂ–１）についても、個別的利益、すなわち原告適格が認めら
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れる。以上については原告準備書面５の５１頁から６９頁まで記載の通りであ

る。 

  さらに、以上の関係区域内又は２０ｋｍ内に居住し又は勤務する者のうち、

特に、水害・土砂災害などの被害を受けるおそれのある地域に居住し、または

働いている者（Ｄ–１）、熱中症などによって生命を失ったり健康を害したり

するおそれが高い者（Ｄ–２）、重要な生業手段である水産資源が不可逆的な

形で深刻に破壊され、漁業者としての生業手段を奪われる又は観光業者として

生業手段を奪われるおそれが高い者（Ｄ–３）は、生命・健康及び生業手段そ

の他の重要な財産に対する被害を受ける具体的なおそれが認められるのであっ

て、個別的利益、すなわち原告適格が認められる。この点、発電所アセス省令

も、「環境影響を受けやすい地域又は対象が存在する場合」「既に環境が著し

く悪化し又はそのおそれが高い地域が存在する場合等」には「参考手法よりも

詳細な調査又は予測」（以下「重点手法」という）がなされるべきである（基

本的事項第四、六(3)、発電所アセス省令２３条３項）。」としている。した

がって、① 豪雨災害の被害を受けるおそれが高い場所に居住又は勤務する

人、② 熱中症被害を受けやすい人、③ すでに発生している水温上昇の結果漁

業被害が深刻に生じている漁業者などについては、環境アセスにあたり、特段

の配慮が払われるべきことになる。 

 ２ 被告の主張とそれに対する反論 

 （１）被告の主張 

  これに対し、被告は、被告準備書面（9）「第４」「１」「(2)」（32頁以

下）において、「発電所アセス省令・・・において、二酸化炭素は環境への負

荷の量の程度により予測及び評価されるべき環境要素とされており、窒素酸化

物と並ぶような環境の自然的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査、予

測及び評価されるべき要素とされていない」として、「地球温暖化の進行が原

因とされる土砂災害等から人の健康や生活環境を個々人の個別的利益として保

護する趣旨を読み取ることはできない」と主張し、二酸化炭素排出に係る規定
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を根拠とした原告適格の存在について争っているので、以下に反論をおこな

う。 

 （２）原告の反論 

  原告準備書面１３の３３頁から３５頁まで及び下記においても主張している

とおり、発電所アセス省令５条３項１号は、「環境の自然的構成要素の良好な

状態の保持を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要素（第四号及び第

五号に掲げるものを除く。以下同じ。）」と規定している。発電所アセス省令

５条３項１号が４号（同号ロが二酸化炭素を含む温室効果ガスについての規定

である）を除外する旨の規定を置いているのは、温室効果ガスが「環境の自然

的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査、予測及び評価されるべき環境

要素」に該当することを前提としたものである。 

  そのうえで、発電所アセス省令は温室効果ガスに関する予測及び評価の手法

について別段の定め（同項４号）を置いているが、これは、温室効果ガスによ

る環境影響の程度が基本的にガスの排出量に比例することを反映したものであ

る。 

  すなわち、SOｘなどの大気汚染物質と温室効果ガスが書き分けられている理

由は、大気汚染物質と二酸化炭素が、人の健康や生活環境に対する被害を与え

る過程が異なるためである。大気汚染物質においては、排出の抑制のみなら

ず、汚染物質を拡散させること、つまり周辺住民への曝露濃度の低下をとおし

て、健康影響を低減させることも許容される。そのため、発電所アセス省令６

条１項１号においても、「汚染物質の濃度」や「環境要素の状況の変化（当該

環境要素に係る物質の量的な変化を含む。）の程度及び広がり」について、把

握することが求められている。これに対し、温室効果ガス（二酸化炭素）につ

いては、地球温暖化のメカニズムとの関係、つまり温室効果ガスの濃度の上昇

によって、太陽エネルギーの地球の大気から宇宙空間への放射が減少し、それ

によって地球全体の温暖化が進行することが重大な環境被害をもたらす。ここ

では、温室効果ガスの排出そのものが地球温暖化に寄与する（累積排出量と平
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均気温上昇との間にはほぼ比例的な関係が存在する）。このため、発電所アセ

ス省令６条６号は、「負荷の量の程度」を「把握」するように求めているので

ある。ここでは、温室効果ガスの排出量を把握し、排出量を低減することが、

地球温暖化による被害の回避及び低減につながる。 

  このように、大気汚染物質と温室効果ガスはあくまで、被害の発生に至る過

程が異なるため、別表第２において書き分けているにすぎず、ここに「個別的

利益として保護しないという趣旨」まで読み取ることは明らかに困難である。 

  発電所アセス省令を仔細に検討すると、予測及び評価の手法の選定にあた

り、選定項目の特性、地域の特性、最新の科学的知見などに照らした客観的か

つ科学的な検討をおこなうことが要求されていることがわかる。被告が引用し

ている発電所アセス省令２２条は、環境影響評価の調査、予測及び評価に関す

る「手法の選定」に関する「基本的考え方
．．．．．．

」を示したものであるが、同省令で

は、手法を選定する際に、「選定項目の特性及び特定対象事業が及ぼすおそれ

がある環境影響の重大性について客観的かつ科学的に検討を行（う）」こと

（２２条１項）のほか、「計画段階配慮事項の検討において収集及び整理した

情報並びにその結果を最大限に活用する（こと）」（同条３項）、「新たな事

情が生じたときは、必要に応じ第一項の規定により選定された手法の見直しを

行う（こと）」（同条４項）などが求められている。具体的な手法の選定にお

いても、省令が掲げる「参考手法」を勘案しつつも、「最新の科学的知見を踏

まえるよう努めるとともに、・・・対象事業特性及び特定対象地域特性を踏ま

え当該選定を行う」ことが要求されている（２３条１項柱書）。これらの定め

は、具体的な地域や事案の特性、並びに、最新の知見を踏まえた手法の選定を

おこなうことを要求するものである。 

  原告準備書面１３及び同１７でも主張しているとおり、二酸化炭素の排出量

の増大による気候変動（地球温暖化）の進行のため、土砂災害や熱中症、水産

資源の減少等の甚大な被害が多発しており、現に、個々人の健康や生命、身体

や重要な生業手段という公益に吸収できない重大な利益が現実的で差し迫った
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危険性に晒されている。こうした現在の知見は、予測及び評価の手法の選定に

も反映されなければならない。気候変動がもたらしている事態、今後もたらす

であろう（さらなる）事態は、「持続的に発展することができる社会」（環境

基本法４条）の構築及び、「現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確

保」（環境基本法１条）に対して重大な支障となる（なっている）。そのこと

を踏まえる必要がある。 

  なお、環境基本法２条１項の「環境への負荷」、２条２項の「地球環境保

全」及び２条３項の「公害」、並びに、環境基本法１４条の関係について付言

すると、２条１項の「環境への負荷」は、２条２項の「地球環境保全」及び２

条３項の「公害」を包含する包括的概念である。環境基本法１４条は、環境基

本法２条１項の「環境への負荷」によって、具体的な支障が生じるうる場合に

は、それによって生じる支障に応じて、具体的な環境要素の確保を旨として行

うべきとして定めており、それは、地球環境保全に係る要素の場合でも、地球

温暖化による気候変動が、深刻な個々人の健康や生命、身体や重要な生業手段

という公益に吸収できない重大な利益が現実的で差し迫った危険性に晒されて

いる場合には、同法１４条一号の確保を旨とすべきこととなる。 

  以上のような法令の趣旨及び今日の状況に照らすならば、発電所アセス省令

が温室効果ガスを「環境への負荷の量の程度により」を予測・評価する環境要

素として規定していることを理由に、温室効果ガスの排出に関しては「個々人

の生命身体財産を保護する趣旨ではない」と解釈することができないことは明

らかである。 

 （３）原告適格論の過度な細分化が失当であること 

  被告は、「（SO2などの）大気汚染物質による影響から保護される利益」と

「CO2排出による影響から保護される利益」に区分したうえで、それぞれにつ

いて法律上の利益の有無を論ずる、という前提にたっているが、被告の主張は

すでにこの点で失当である。 

  すなわち、窒素酸化物や浮遊粒子状物質等（被告のいう大気汚染物質）と二
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酸化炭素は、いずれも石炭の燃焼ガスという形で一体となって発電所から排出

がなされる。たとえ、その被害発生の過程は異なったとしても、個々人の生命

健康や財産に対して被害を及ぼすものである点では変わらない。しかも、処分

の根拠法令である環境影響評価法及び電気事業法も同一の規定である。環境影

響評価の手法に違いがあるにすぎない。根拠法令が生命身体財産を個別的利益

としても保護していることは上述のとおりであるし、保護の対象となる人も同

一である。 

  このように、根拠法令も同一、影響源（排煙）も同一、被侵害法益も同一で

あるにもかかわらず、原因物質とその影響過程の違いを理由に法律上の利益を

区別して論じるということは明らかに合理性が欠ける解釈である。 

  しかも、原告準備書面１３（４２頁以下）で述べたように、地上オゾン濃度

の増加による生命健康への影響ついてはNOｘの排出とCO2の排出が複合的な影

響を及ぼすことが明らかになっている。PM2.5による生命健康への影響も同様

である。こうした点でも、２つの法律上の利益に切り分けることは、生命健康

という法律上の利益の実態に反している。 

  以上からすれば、行訴法における原告適格は、被告が前提とするような細分

化をそもそも予定していないと解される。被告の主張は原告適格論の不合理な

細分化を前提とする点ですでに失当である。 

 ３ 原告らは、具体的な被害を被るおそれがあること 

 （１）関係区域内又は２０ｋｍ内に居住し又は勤務する者 

  原告らの準備書面３の２頁以下に記載した通り、関係区域内又は２０ｋｍ内

に居住し又は勤務する者は、本件新設発電所から排出される窒素酸化物や浮遊

粒子状物質等（被告のいう大気汚染物質）による被害を受ける具体的なおそれ

があるのであって、原告適格が肯定される。 

 （２）関係区域内又は２０ｋｍ内に居住し又は勤務する者のうち、特に、水害・土

砂災害などの被害を受けるおそれのある地域に居住し、または働いている者

（Ｄ–１）、熱中症などによって生命を失ったり健康を害したりするおそれが
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高い者（Ｄ–２）、重要な生業手段である水産資源が不可逆的な形で深刻に破

壊され、漁業者としての生業手段を奪われる又は観光業者として生業手段を奪

われるおそれが高い者（Ｄ–３） 

  また、同準備書面の４頁以下に記載した通り、関係区域内又は２０ｋｍ内に

居住し又は勤務する者のうち、特に、水害・土砂災害などの被害を受けるおそ

れのある地域に居住し、または働いている者（Ｄ–１）、熱中症などによって

生命を失ったり健康を害したりするおそれが高い者（Ｄ–２）、重要な生業手

段である水産資源が不可逆的な形で深刻に破壊され、漁業者としての生業手段

を奪われる又は観光業者として生業手段を奪われるおそれが高い者（Ｄ–３）

は、本件新設発電所から排出される二酸化炭素によっても生命・健康及び重要

な財産に対する被害を受ける具体的なおそれがある。 

① 水害・土砂災害などの被害を受けるおそれの高い者（Ｄ－１） 

    原告のうち、水害・土砂災害などの被害を受けるおそれのある地域に居住ま

たは働いている者（Ｄー１）に該当する者は、原告ら準備書面３の別紙「原告

適格一覧表」のＤー１欄に、○を付けた者である。水害・土砂災害などの被害

を受けるおそれのある地域かどうかについては、以下に記載の通り、横須賀市

土砂災害ハザードマップ、横須賀市の危険区域等表示サイト、横須賀市高潮浸

水想定区域図、逗子市土砂災害ハザードマップ、千葉市の高潮浸水想定区域

図、佐倉市の土砂災害ハザードマップと照合して確認した。 

  原告番号でいうと、１（甲４５）、４（甲４２）、５（甲４２）、６（甲４

６・５１）、８（甲４５）、９（甲４２・４３・４４）、１２（橋本かほる）

（甲４１・５２、甲２２２）、１３（甲４３・４４）、１４（甲３９）、１

５・１６（甲４５）、１７（甲４５）、１８（甲４１）、１９（甲４０）、２

０（甲４０）、２１（甲４５）、２２（甲４２）、２５（甲４２）、２６（甲

４２）、２７（甲４６）、３２・３３・３４（甲４８）、３９（甲４９）、４

５（甲５０）、４６（甲４７）である。 

  なお、本件新設発電所周辺２０ｋｍ以内の三浦半島地域（横須賀市・三浦市
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全域及び逗子市・葉山町・横浜市の一部）は、もともと、丘陵部が多く、埋立

地及び一部の川沿いを除くと、住居地は、その背後に山がせり出し傾斜地にあ

るところ、丘陵部を切り開いたところがほとんどである。しかも、三浦半島の

形成における脆弱な地質が多いという地質的特徴もあり、豪雨災害の影響を受

けやすいところである。 

  一部の川沿いは、豪雨の際に氾濫しての危険がある。また、埋立地などの海

沿いの場所は、台風の時などの高潮被害のおそれがある。現に、2019年の台風

１９号の時には、三浦半島の海沿いの地域では、高潮による浸水や道路の崩落

などを中心に被害が広がった（甲１０５）。 

  過去にも、昭和４９年７月７日から８日にかけての七夕台風と呼ばれた台風

８号は、横須賀地域に、時間雨量７０ｍｍ、総降水量２５０．５ｍｍの雨をも

たらし、がけ崩れが１５５７カ所で発生し、家屋の全・半壊が２２０個、床上

申請６９２６戸、死者１３人、重軽症者２２人に上った（甲９７）。 

  近年では、２０１４年６月豪雨の際に、ハザードマップに指定されている横

須賀市ハイランド１丁目市道沿いで、崖が幅３５ｍ高さ２０ｍにわたって崩落

し、道路を遮断した（甲１００）。２０１９年１２月１６日には横須賀市大滝

町２丁目の斜面で崖崩れがあり、２０２０年２月５日には逗子市池子２丁目で

発生した崖崩れでは１８歳の女子高校生が巻き込まれて死亡した。 

 （以上原告ら準備書面６（１）３９頁） 

  また、２０２１年７月１日から同月３日の東海地方・関東地方南部を中心と

した大雨の時は、逗子市の横浜横須賀道路の逗子インター付近で土砂崩れが発

生し、高速道路が一時通行止めとなり、緑が丘の諏訪公園・諏訪大社で、石積

擁壁崩壊、階段・フェンス崩落、土砂流出が起き（甲２０８号証・１頁及び２

頁）、田浦梅の里、不入斗公園においても、法面崩壊、土砂流出などが起き

（甲２０８号証の１頁及び３頁、４頁）、原告鈴木陸郎の自宅のそばでも、が

け崩れが起きた。（原告ら準備書面１５・２８頁から３０頁）。 

  ２０２１年１１月９日には、関東南部で大雨が降り、本件の原告らの多くが
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居住する横須賀市でも、横須賀市本町３丁目の京浜急行の汐入駅付近から上町

（うわまち）にかけて、道路が水没し、道路の通行が一時的に不可能な状態と

なった（甲２３６）。その付近は、２０１７年８月１日にも水没し、京浜急行

の汐入駅及び横須賀中央駅はその時には、水没した（甲１０１）。（原告ら準

備書面１７・４頁）。ちなみに、横須賀中央駅は傾斜地に位置し、水没した改

札口付近は、海抜５ｍ前後の傾斜地の中腹にある。上町は、横須賀中央駅の横

を上がっていったところであり、海面より相当高い海抜２０〜３０ｍのところ

に位置している。そうしたところも水没するのが、横須賀市の特徴である。 

② 熱中症など生命健康を害するおそれの高い者（Ｄ－２） 

  原告のうち、熱中症などによって生命を失ったり健康を害したりするおそれ

が高い者（Ｄー２）に該当する者（提訴時５５歳以上、または１５歳以下）

は、原告ら準備書面３の別紙「原告適格一覧表」のＤー２欄に、○を付けた者

である。 

   原告番号でいうと、１、２、３、４、５、６、７、９、１０、１１、１２、

１３、１４、１５、１６、１７、１８、２０、２１、２２、２３、２４、２

５、２７、２８、２９、３０、３４、３６、３７、３８、３９、４０、４１、

４２、４３、４４、４５、４６、４７、４８である。 

③ 漁業者又は観光業者として生業手段を奪われるおそれの高い者（Ｄ－３） 

  原告らのうち、重要な生業手段である水産資源が不可逆的な形で深刻に破壊

され、漁業者としての生業手段を奪われる又は観光業者として生業手段を奪わ

れるおそれが高い者（Ｄー３）に該当する者は、原告らの準備書面３の別紙

「原告適格一覧表」のＤー３欄に、○を付けた者である。 

   原告番号でいうと、４６（甲５３）、４７（甲５４）、４８（甲５５）であ

る。 

   原告番号４６の梶谷完行さんは、三浦半島の相模湾側の横須賀市秋谷という

地域で、昭和３９年から先祖代々の家業である漁業に従事してきた者であり、

海岸近くの水深１～１５ｍのところの海底の磯に生息するトコブシ、アワビ、
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サザエなどの貝類及びエビ、タコ、海藻類を採取したり、釣り漁をしたりして

きた者であるが、地球温暖化の進行による、海藻類の激減、磯枯れの結果、ア

ワビ、サザエの減少、カワハギ、メバル、ムツなどの漁獲量の減少など、重要

な生業手段である水産資源が不可逆的な形で深刻に破壊され、漁業者としての

生業手段を奪われている（陳述書・甲５３）。 

  原告番号４７の小松原哲也さんは、横須賀港及び久里浜港周辺の東京湾海域

において、漁業法上の漁業権を有している横須賀市東部漁業協同組合横須賀支

所に所属する漁業者であり、ミル貝、ナマコ、タイラ貝等の潜水漁業を営んで

おり、また底引網、サヨリ網漁等を営んでいるものであるが、地球温暖化の進

行による、海水温の上昇の結果、温度の低い海水を好む、海底のミル貝、タイ

ラ貝、ナマコ等の漁獲量が激減している。また、海藻類の激減、磯枯れの結

果、カレイ、クロダイ、マダイ、カサゴ、メバル、スズキ、アナゴ、タコ、サ

ヨリ等の漁獲量が激減している。このため、同原告の重要な生業手段である水

産資源が不可逆的な形で深刻に破壊され、漁業者としての生業手段を奪われて

いる（陳述書・甲５４、甲２２１）。また、横須賀火力発電所が排出する温排

水により、特にサヨリ網漁が直接の被害を受けている。本件環境アセスでは、

本件発電所から排出される温排水は、本件発電所の南側の海域の海水温を上昇

させると予測しているが（乙８・ページ番号９１１以下）、同原告は同海域で

サヨリ網漁を行っており、かつ、温排水が漂うとされる海の表層部を遊泳する

魚を対象とするので、温排水の排出によりサヨリが同海域を遊泳しなくなり、

同原告の漁獲量をさらに減少させることが予想される。また、本件発電所から

排出される温排水により、周辺海域においてこれまで以上に磯焼けが生じる可

能性がある。サヨリは、磯の海藻に付着している虫を食するために同海域に遊

泳しているものであるため、磯焼けして海藻がなければ虫もいなくなり、結果

的にサヨリが同海域を遊泳しなくなることになる。（原告ら準備書面７）。 

  原告番号４８の武本匡弘さんは、プロダイバーなどとして、相模湾海域、沖

縄県各地、グアム、パラオ、ハワイ、東南アジア各地で、ダイビングツアーを



 

14 

 

実施し、また、ダイビングスクールを開催するなどして、海中観光業を営んで

きたが、地球温暖化が進展している中、沖縄をはじめ地球規模で大規模なサン

ゴの白化が発生し、また、江ノ島周辺、葉山地域においても、磯枯れや磯焼け

が広がっていて、一本も海藻がなくなってしまい、海中がまるで砂漠のように

なり、重要な生業手段である水産資源が不可逆的な形で深刻に破壊され、海中

観光業者としての生業手段を奪われている（陳述書・甲５５）。同原告は、従

来のような素晴らしいサンゴや海を見せたいと望んでいるが、現状ではそれが

できない。また、これ以上の温暖化を止め、地球環境の保全に向けて注力しな

ければいけないと強く感じている。仮に、本件確定通知によって、本件発電所

の操業が認められれば、より一層の海洋生態系の破壊が進み、従来のような素

晴らしいサンゴや海を見せる、海中観光業を復活させる望みは完全に絶たれる

ことになる（陳述書・甲２３２、原告ら準備書面７）。同原告は、本件確定通

知によってこうした甚大な被害を被る。 

 

第２ 行訴法１０条１項の主張制限について 

 １ 被告の主張 

  被告は、「原告適格を基礎づける規定外の処分の根拠規定は・・・原告の権利

利益を保護する趣旨を全く含まない規定である」と主張する（被告準備書面

（９）（３４頁以下））。 

 ２ 原告の反論 

  被告の上記主張が失当であることはすでに原告準備書面１３（３３頁以下）で

詳述したとおりである。 

  行訴法１０条１項は、自己の法律上の利益に「関係ある違法」と「関係あると

はいえない違法」を区別したうえで、後者については取消訴訟における主張を許

していない。関係性についての立証責任が被告に課されていることからすれば、

法は「関係がないとは言えない違法」と「関係がない違法」を区別し、後者につ

いては主張を許していない、と表現することがより適切かもしれないが、ここで
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法律が基準としているのは「関係性」の有無である。被告の主張は、自己の法律

上の利益を保護する趣旨を含む規定についてしか主張が許されない、というもの

であるが、「保護する趣旨を含む」か否かという判断基準は、法が定める「関係

があるか否か」という判断基準に忠実なものとはいえない。 

  しかも、なぜ「関係ない」のか、という点についての被告の主張は、もっぱ

ら、発電所アセス省令における環境影響評価項目に関する規定方法の違い（温室

効果ガスは「環境への負荷の量の程度により予測及び評価すべき環境要素」とさ

れている）を根拠とするものである。この主張が失当であることは上述したとお

りであるが、仮にその点を措くとしても、予測及び評価の手法が異なるというこ

とは、生命身体財産という法律上の利益について「関係がない」という主張の根

拠になるものではない。 

  SOｘなどの大気汚染物質による生命健康の被害も、温室効果ガスによる生命健

康の被害も、同じ者が被る被害である。しかも、温室効果ガスの排出による気温

上昇によってNOｘやＰＭ2.5による生命健康への危険性が増加することも明らか

になっている。温室効果ガスによる生命健康の被害は、SOｘなどの大気汚染物質

による生命健康と決して無関係ではない。原告は、準備書面１３（４２頁以下）

において、気候変動と大気汚染の複合的な影響がすでに明らかになっていること

を指摘し、関連する文献などを証拠提出しているが、被告はほとんど何の反論も

おこなっていない。 

  被告は、最高裁判所の新潟空港訴訟判決（平成元年２月１７日）を持ち出す

が、この判決では、騒音による被害について原告適格を肯定したが、「自己の法

律上の利益に関係のない違法」とされたのは、公衆利用への適応性や輸送力の過

剰性に関する免許基準に反するかどうかということであり、原告の生命健康や財

産被害とは直接関係がない、公益的な要件にかかわる違法である。本件のよう

に、原告自身の生命身体財産にかかわる違法についてまで主張制限を是としたも

のではない。 

  むしろ、原告らの準備書面１３の４１頁以下で指摘した通り、東高判平成１３
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年７月４日判決・判例時報１７５４号３５頁、千地判平成１９年８月２１日・判

例時報２００４号６２頁、判例タイムズ１２６０号１０７頁、判例地方自治２９

８号４１頁は、いずれもその原告適格を肯定した以外の要件に基づく違法主張に

ついても、自己の法律上の利益に関係がない違法とはいえないと判断しているこ

とに注目すべきである。 

  なお、被告の主張は、同一人の生命身体財産という法益について、「SOｘなど

の大気汚染物質に関する法律上の利益」と「温室効果ガスに関する法律上の利

益」を区別することを前提にしつつ、前者の原告適格が認められる者が後者に関

する違法を主張することが出来ない、とするものであるが、両者を区別すること

自体がすでに失当であることはすでに上述したとおりである。 

 

           以 上 


